
総務省大臣官房企画課個人番号企画室

自治体中間サーバーの整備等の状況について

資料２－１平成27年度 社会保障・税番号制度担当者説明会資料
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マイナポータル

紐付

あ

機関別
符号a 紐付

機関別
符号b

個人

利用番号Ａ 属性情報

紐付

情報保有機関A

情報保有機関B

情報提供等
記録

政府共通NW
ＬＧＷＡＮ等

自己情報表示機能

情報提供等記録開示機能

インターネット

特定個人情報
保護委員会

情報提供ネット
ワークシステム

及び
情報保有機関

に対する
監視・監査など

４情報 個人番号

公的個人
認証

サービス

地方公共団体情報システム機構
（地方共同法人）

住基ネット

個人番号生成

個人番号

住民基本台帳法に基づき
情報提供

情報提供
ネットワーク

システム

【住民票】
・氏名 ・住所
・生年月日 ・性別

等

利用番号Ｃ 属性情報 ４情報 個人番号

利用番号Ｂ 属性情報 ４情報

機関別
符号c

都道府県・市町村 ※約1,800団体

符号同士を
紐付ける
仕組み

全国の都道府県・市町村
をネットワーク化

住民票コード

市町村が
個人番号
を付番

住民票コード

個人番号
市町村の住民基本台帳

個人番号

４情報

市町村が
個人番号カード

を交付

重
複
調
整

連動

電
子
証
明
書
の

失
効
情
報
提
供

個人番号

※ 上記の機関のほか、共済組合、健康保険
組合なども対象。

お知らせ情報表示機能
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社会保障・税番号制度における情報連携の全体像



機関別
符号a XさんＡの内部番号 ４情報

情報保有機関A（地方公共団体、日本年金機構、健康保険組合等）

属性情報

地方公共団体情報システム機構（J-LIS）

情報提供ネットワークシステム

機関別
符号a

機関別
符号b

個人番号
１１１

符号の生成

〈連携用符号〉

Ｘさんに関する従来の情報

機関別
符号b

情報保有機関B（地方公共団体、日本年金機構、健康保険組合等）

個人番号
１１１

Ｘさんに関する従来の情報

１.符号生成：各情報保有機関は情報連携のため、符号を取得（情報提供ネットワークシステムが符号を生成）（ ）
２.情報連携：各情報保有機関は情報提供ネットワークシステムを通じて符号により情報連携（ ）

個人番号
１１１

住民票
コード

個人番号
１１１

Bの内部番号

共通の番号で
手続が可能

申請等

住基ネット

情報連携

符号 属性情報＋

不可逆
変換

４情報 属性情報

例：5qmf6Zai5Yil
56ym5Y+3YQ==

例：772C5qmf6Zai
5Yil56ym5Y+3

○ 社会保障・税番号制度の情報連携は、①個人番号を直接用いず、各機関ごとに振り出された符号を利用し、芋づる式に情報
が漏えいすることを防止する、②情報連携の対象となる個人情報は、各利用機関の既存システムから中間サーバーに収載し、
照会に対し提供する、安全で効率的な仕組み

符号を用いて情報を
連携する仕組み。
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符号生成・情報連携イメージ



①情報照会者は既存システム等から
照会メッセージ（団体内統合宛名
番号で照会）を自治体中間サー
バーに送信

②自治体中間サーバーにおいて団体
内統合宛名番号から機関別符号
に変換し、インターフェイスシステ
ムを通じて情報照会を実施

③④情報提供ネットワークシステムで
機関別符号を変換し、情報提供者
に照会メッセージを送信

①情報提供者は、(1)の処理により受

け付けた照会メッセージについて、
自治体中間サーバーの情報提供
ＤＢから提供メッセージを作成（自
動応答を基本）

③情報提供者は、情報提供者のイン
ターフェイスシステムを通じて、情
報照会者のインターフェイスシステ
ムに提供メッセージを暗号化し送
信

⑤情報照会者は、自治体中間サー
バーで提供メッセージを受信

情報提供ネットワークシステムを通じた情報連携の流れ（概要）
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情報提供NWS
コアシステム

情報提供
等記録

アクセス
ログ

マイナポータル

中継

情報照会

④

③

情報保有機関（情報提供者）情報提供NWS
インターフェイスシステム 自治体中間サーバー 既存システム

情報提供
記録

アクセス
ログ

照会メッセージ
受信

照会メッセージ
受信

中継

中間サーバー
接続端末

⑥

⑤

特定個人情報
保護委員会

(1)情報照会の流れ

情報提供NWS
コアシステム

情報提供
等記録

特定個人情報
保護委員会

アクセス
ログ

マイナポータル

中継

情報提供を
受けた旨

⑧

⑦

情報保有機関（情報提供者）

自治体中間サーバー 既存システム

情報提供
記録

アクセス
ログ

提供メッセージ
送信

情報提供
ＤＢ

情報提供を
行った旨

①

①’ 提供メッ
セージ送信

中間サーバー
接続端末

中継

②

③

(2)情報提供の流れ

情報提供NWS
インターフェイスシステム 自治体中間サーバー

情報保有機関（情報照会者）

既存システム

情報提供
記録

アクセス
ログ

照会メッセージ
送信

照会メッセージ
送信

中継

中間サーバー
接続端末

①
②

自治体中間サーバー

情報保有機関（情報照会者）

既存システム

情報提供
記録

アクセス
ログ

提供メッ
セージ受信

提供メッセージ
受信

中間サーバー
接続端末

⑥

情報照会
内容

情報提供NWS
インターフェイスシステム

⑤

中継

④

情報提供
情報提供NWS
インターフェイスシステム



自治体中間
サーバー

情報照会・提供機関Ａ

情報照会・提供機関Ｂ

政府共通ＮＷ
ＬＧＷＡＮ等

市町村

情報提供ネットワークシステム（国）

税務システム他

IF
システム

IF
システム

IF
システム

住基システム

情報提供NWS
（コアシステム）

ハードウェアについては、地方
公共団体情報システム機構に
おいて「中間サーバー・プラット
フォーム」を全国２か所に用意
⇒ 共同化・集約化

ソフトウェアについては、
総務省で一括開発

都道府県

各地方公共団体では、社会保障・税番号制
度の導入に併せて、住基システム・税務シス
テムなどの既存業務システムの改修が必要

団体内統合宛
名システム等
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内閣官房が開発
（H28年度中に総務省に移管）

社会保障・税番号制度導入に向けた地方公共団体のシステム整備



H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

番号制度

情報提供
ネットワークシステム

【開発：内閣官房
運用：総務省】

中
間
サ
ー
バ
ー

地
方
公
共
団
体
情
報
連
携

ソフトウェア
開発

(総務省)
【国】

ハードウェア
導入

【地方公共
団体・機構】

既存システム
改修

【地方公共団体】

付番等システム

【国（機構）】

付番H27.10～

▼法案成立（5/24）
個人番号利用・個人番号カード交付H28.1～

H29.1～
国等

情報照会／提供

H29.7～
地方公共団体

団体内の
システム
連携
テスト

情報連携
情報提供NWSとの

連携テスト・
総合運用テスト

既存住基システム改修
機構との
連携テスト

ハードウェアの設
定・導入（プラット
フォームの構築）

税務システム改修

調査

▼地方公共団体情報
システム機構設立（4/1）

設計・開発 連携テスト付番システム

設計・開発

設計・開発 連携テスト
公的個人認証
個人番号カードシステム

設計・開発・テスト

団体内統合宛名システム等整備

社会保障関係システム改修

社会保障・税番号制度導入に向けた地方公共団体関係のスケジュール

追加
要件
開発

外部インターフェイス
仕様書（※）提示

（ 1.0版、1.1版、1.2版 ）

データ標準（※）
提示

※ デジタルPMO で公
開中
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■ 社会保障・税番号制度導入に当たって、地方公共団体において整備が必要となる
自治体中間サーバーについては、クラウドの積極的活用等により、共同化・集約化
を推進して整備。

■ 社会保障・税番号制度導入に当たって、地方公共団体において整備が必要となる
自治体中間サーバーについては、クラウドの積極的活用等により、共同化・集約化
を推進して整備。

②ハードウェア：クラウドによる共同化・集約化

 自治体中間サーバーのハードウェアについて、クラウドを積極的に活用して共同化を図ること
とし、地方公共団体情報システム機構において、その拠点を全国２か所に用意（「自治体中間
サーバー・プラットフォーム」） （平成26年度後半～）

⇒ 地方公共団体情報システム機構は、このプラットフォームの機能をLGWAN-ASPを活用して
各都道府県・市区町村に提供（共同化・集約化）

①ソフトウェア：国による一括開発

 自治体中間サーバーのソフトウェアは、地方公共団体において共通的に整備することが必要
となるものであることから、国（総務省）において一括開発（平成25年度後半～）
※ ソフトウェアの保守は地方公共団体情報システム機構が実施

⇒ 地方公共団体情報システム機構が用意する自治体中間サーバー・プラットフォームを通じて
地方公共団体に提供予定

自治体中間サーバーの整備
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全国運用
センター

西日本
接続拠点

東日本
接続拠点

西日本センター

西日本
メイン

東日本センター

西日本バック
アップ

東日本バック
アップ

東日本
メイン

自治体中間サーバー・プラットフォームとして
全国２か所に拠点に用意

都道府県・市町村

都道府県・市町村

各団体は、LGWAN
を通じて自治体中
間サーバーを利用

データベースは

各団体ごとに明確
に区分管理
（アクセス制御）

自治体中間サーバーの

ソフトウェアを一括開発
し、配布

国の行政機関等

総務省

データベースに
特定個人情報の
副本を保存相互バックアップにより

業務継続性を強化

情報提供
ネットワーク
システム

自治体中間サーバー・プラットフォーム
（LGWAN-ASP：クラウド）

地方公共団体情報
システム機構（J‐LIS）

LGWAN

全国２か所の自治体中間サーバー・プラットフォームに集約整備

A) 整備経費・運用経費の削減
B) 耐災害性の向上
C) 情報セキュリティ水準の確保等

効率的・安定的

自治体中間サーバー・プラットフォームの整備

 自治体中間サーバー・プラットフォームについては、地方公共団体情報システム機構（J‐LIS）において、設計・開発
を実施

 関係する情報提供は、今後、J‐LISから行われる予定
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自治体中間サーバー・ソフトウェアの設計・開発の状況

 自治体中間サーバー・ソフトウェアについては、平成26年１月から総務省において一
括開発を実施

 現在、７月末の完成を予定しているが、その後、内閣官房で開発する情報提供ネット
ワークシステム等の外部インターフェイス仕様書等についての差分を反映させ、12月
以降、自治体中間サーバー・プラットフォームを通じて各地方公共団体に提供予定

既存システムの改修等に係る情報の提供

 総務省からは、各地方公共団体において既存システムの改修等に必要となる、自治体
中間サーバー・ソフトウェアの設計・開発に係る情報について、適時、提供している。
（デジタルＰＭＯにおいて資料掲載）
《主な情報提供の状況》

• システム方式設計書 1.2版（平成27年２月提供）
• 外部インターフェイス仕様書 1.1版（平成27年３月提供）

⇒各地方公共団体においては、上記資料及び内閣官房から提供されている「データ標
準レイアウト（事務手続対応版）」を参照しながら、平成28年7月から開始予定の情
報提供ネットワークシステムの総合運用テストに向けて、既存システムの改修等を
進めることが必要

⇒また、既存システムの改修等に資する「自治体中間サーバー接続試験ツール」を７
月下旬目途に提供予定であり、自治体中間サーバーと接続するまでに当該ツールを
活用して既存システムの改修等に係るテストを実施することが必要

自治体中間サーバー・ソフトウェアの整備等の状況
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提供資料 概要 提供時期

システム方式設計書 システム化方針及びシステム方式、非機能要件などを記載した文書

0.1版 符号管理業務を中心とした業務フロー等を提供 H26.5.30［済］

1.0版 全業務機能についての業務シナリオ、業務フロー等を提供 H26.8.8［済］

1.1版 情報提供NWSの外部インターフェイス仕様書3.0版を反映したもの H26.11.28［済］

1.2版 情報提供NWSの外部インターフェイス仕様書4.0版、テスト全体方針書等を反映したもの H27.2.27［済］

1.3版 自治体中間サーバー・ソフトウェアの外部インターフェイス仕様書1.2版の改定に伴う
差分修正

H27.5下旬

ソフトウェア基本設計書 ソフトウェア基本方式、画面・帳票設計、データベース設計などを記載した文書 －

ソフトウェア詳細設計書 データフロー定義、ジョブ設計、データベース設計、環境設定などを記載した文書 －

ソフトウェア画面等設計書 管理端末、接続端末の画面等のユーザーインターフェイスのイメージを記載した文書 H27.3.30［済］

ソフトウェア・プログラム
ソフトウェア・プログラム一式、当該プログラムのソースコード及び標準規約などを記載
した文書（「自治体中間サーバー・プラットフォーム」において実装）

－

自治体中間サーバー接続
試験ツール

地方公共団体において既存システムの開発（改修）を行い、既存システムの自治体
中間サーバー連携機能をテストするためのプログラム

H27.7下旬予定

自治体中間サーバー・ソフトウェアに係る情報提供スケジュールの状況①

• 地方公共団体の既存システムの改修等に必要となる、自治体中間サーバー・ソフトウェアの
設計・開発についての情報の提供状況及び今後の提供予定は以下のとおり。

• 各地方公共団体は、提供済みのドキュメントを適宜ダウンロードし、既存システムの改修等の
作業を進めていただきたい。
※ 提供資料については、既存システムの改修等を実施する事業者と適切に共有しつつ、

作業を推進することが重要

（資料掲載場所）
デジタルPMO https://cas.digital‐pmo.go.jp/digitalpmo/users/login/

9

平成27年4月23日現在



提供資料 概要 提供時期

地方公共団体の対応例
地方公共団体における既存システムの改修に必要となる情報（対応例）を記載した
文書

0.5版 符号管理業務に関する既存システムの機能追加等の例、中間サーバーの利用環境
の例

H26.8.8［済］

1.0版 全業務に関する既存システムの機能追加等の例、異常時の対応例等 H26.12.25［済］

外部インターフェイス仕様書 既存システムとの連携に係るインターフェイスについて記載した文書

0.5版 符号管理業務等に係るもの H26.8.8［済］

0.6版 全業務機能に係るもので、個別の手続・情報に依らない共通的なインターフェイスに
係るもの（情報連携関係を含む。）

H26.12.25［済］

1.0版
0.6版以降に公開された「情報提供ネットワークシステム 外部インターフェイス仕様
書」等を踏まえたインターフェイスの追加等。また、地方公共団体に係る24特定個人
情報・252事務手続に係るインターフェイスを提供

H27.2.27［済］

1.1版
1.0版の情報・事務手続きに加え、「データ標準レイアウト（事務手続対応版）（平成27
年2月版）」に示された地方公共団体に係る全特定個人情報・事務手続に係るイン
ターフェイスを提供

H27.3.30［済］

1.2版

拡張機能として、副本登録を補助する機能（副本データの一部を指定し、部分的な登
録・更新を可能とする機能）・４月公開予定のデータ標準の更新等に係るインターフェ
イスを提供

※ 副本登録を補助する機能に係る部分及び公開日に係る部分の更新については
1.11版として先行して提示予定

H27.4下旬
（先行分）
H27.5下旬

自治体中間サーバー・ソフトウェアに係る情報提供スケジュールの状況②

（※）今後、データ標準レイアウトの修正・追加等があった場合には、適宜、外部インターフェイス仕様書等を改定して提供する予定
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（参考）自治体中間サーバー・ソフトウェアに係るドキュメントのダウンロード率
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平成27年4月14日現在

※ デジタルＰＭＯの集計機能の出力結果によるもの
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都道府県別ドキュメントダウンロード率（システム方式設計書1.2版）
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全国平均 27.8%

全国平均 15.5%



 情報提供ネットワークシステムを使用した円滑かつ安定的な情報連携、情報セキュリティを確保する
ため、情報提供用個人識別符号の取得及び特定個人情報の提供に係る情報提供ネットワークシステム
を始めとする電気通信回線を通じた送信の方法に関する技術的基準について、情報提供ネットワーク
システムを設置・管理する総務大臣が定めるもの
※根拠条文

「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の規定による通知カード
及び個人番号カード並びに情報提供ネットワークシステムによる特定個人情報の提供等に関する省令
（平成26年総務省令第85号）」第40～41条、第43～47条

※平成27年５～６月意見募集実施予定
※詳細な運用・接続ルール等については、情報提供ネットワークシステム運用規程等により定める予定

 インターフェイスシステム等の運用等に係る体制・規程等の整備について
（例：責任体制、監視体制、緊急時体制等の整備 等）

 インターフェイスシステム等の管理等に係る環境の整備について
（例：建物等への進入の防止、火災等の防止、入退室等の管理 等）

 インターフェイスシステム等とその他の情報システム（中間サーバー等）を接続する場合の条件につ
いて

（例：行政専用の閉域網の利用、情報提供用個人識別符号の適切な管理 等）
 情報照会者における情報照会を行った職員の識別について
 特定個人情報の提供を管理するために総務大臣が発行する番号（処理通番号）の保存について

情報提供ネットワークシステムを使用した送信の方法等に関する技術的基準（案）

概 要

主な内容
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